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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
オンライン絶対位相較正用システム（１２０）であって、
それぞれの周波数で複数の励振信号（１２４）を発生させる励振源（１２２）と、
上記励振源（１２４）に伝送線（１２８）を介して結合したセンサ（１２２）であって、
上記励振信号（１２４）を受信するセンサー（１２２）と、
上記センサーに結合した位相検出器（１３４）であって、上記センサーからそれぞれの励
振信号（１２４）に対応する複数の反射信号（１３２）を受信し、それぞれの反射信号（
１３２）と励振信号（１２４）との位相差を表す電圧を出力する位相検出器（１３４）と
、
前記複数の励振信号の前記周波数の各々及び伝送線（１２８）の長さに基づいて位相差を
計算し、算出した該位相差及び出力された前記電圧に基づいて位相検出器（１３４）に対
する位相－電圧伝達関数を決定するプロセッサ（１０４）と
を備えるシステム（１２０）。
【請求項２】
前記周波数が伝送線の長さの範囲内で波長の整数倍に対応し、位相差の反復値をもたらす
、請求項１に記載のシステム（１２０）。
【請求項３】
前記センサーが容量性プローブを含む、請求項１に記載のシステム（１２０）。
【請求項４】
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前記励振源（１２２）が電圧制御発振器を含む、請求項１に記載のシステム（１２０）。
【請求項５】
オンライン絶対位相較正のための方法（１８０）であって、
それぞれの周波数で複数の励振信号を発生させ（１８２）、
励振信号を伝送線を介して送信し（１８４）、
センサーで励振信号を受信するとともに反射させ（１８６）、
位相検出器によって、前記複数の励振信号の前記周波数の各々での反射励振信号と送信励
振信号との位相差を各々表す複数の電圧を発生させる複数の位相測定を実行し（１８８）
、
プロセッサにより、周波数及び伝送線の長さに基づいて位相差を計算し（１９０）、
プロセッサにより、算出した前記位相差及び発生された前記電圧に基づいて位相検出器に
対する位相－電圧伝達関数を決定する（１９２）
ことを含む方法（１８０）。
【請求項６】
前記励振信号が高周波（ＲＦ）励振信号からなる、請求項５記載の方法（１８０）。
                                                                      
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は広義には位相較正システム及び方法に関するものであり、具体的には、クリア
ランス測定に用いられるセンサーシステムの位相較正に関する。
【０００２】
　２つの物体間の距離の測定には、様々な種類のセンサーシステムが用いられている。か
かるセンサーシステムの一つとして、２つの物体間の距離の測定に静電容量プローブを用
いるものがある。プローブは一方の物体に配置され、もう一方の物体に対する静電容量を
測定して２つの物体間のクリアランスを推計する。残念なことに、一つの目標物に単針プ
ローブを用いる既存の直接測定法は、測定時に目標物の形状が変化する場合には比較的不
正確となるおそれがある。例えば、タービン動翼のような回転部品では、動翼の形状及び
位置は様々な条件に応じて変化する。そうした変化はプローブの較正においてドリフトを
生じかねない。
【０００３】
　現在、センサーシステムの位相較正に用いられている技術は幾つか存在する。慣用され
ている技術は「工場較正」法である。工場較正は、部材間のバラツキの測定及び制御に用
いられる。幾つかの較正技術では、既知の位相基準の注入と、位相検出器の電圧変換に対
する位相に基づくシステムの較正とを含む。しかし、位相基準は、例えば０．１度程度の
非常に高い精度が要求されるシステムでは問題となる。さらに、工場較正技術は、センサ
ーシステムの実装前に用いられ、オンライン較正には適合しない。
【０００４】
　クリアランスセンサーシステムにおける位相検出器の較正に慣用される他の技術として
は、センサーを制御されたクリアランス変化に付して、クリアランス変化に対する応答と
してシステムのゲインを測定するものがある。しかし、この技術は精緻な較正工程を要す
る。さらに、この技術では、システムが工場を出た後に起こる変動は考慮されない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、上述の１以上の問題を解決する改良位相較正法が必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一実施形態では、オンライン相対位相較正用システムを提供する。本システム
は、複数の励振信号を発生させるように構成された１以上の励振源を備える。本システム
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は、上記１以上の励振源のそれぞれと伝送線を介して結合した２以上のセンサーも備えて
おり、各センサーは上記励振信号のそれぞれを受信するように構成されている。本システ
ムは、伝送線を介して上記２つのセンサーから２以上の入射信号及び２つの反射信号を受
信するように構成された２以上の位相検出器も備えており、各位相検出器はそれぞれの反
射信号と励振信号との位相差を示す電圧をそれぞれ出力するように構成されている。本シ
ステムは、センサー及び位相検出器に結合したスイッチも備えており、スイッチは所定の
切替間隔で又は較正要求信号に応答してセンサー間で位相検出器を交換するように構成さ
れている。本システムは、位相検出器に結合した較正モジュールも備えており、較正モジ
ュールは、上記２以上の位相検出器からそれぞれの電圧を受信しかつ処理して較正電圧信
号を発生させるように構成されているとともに、位相検出器の較正電圧信号を一致させる
ように構成されている。
【０００７】
　本発明の別の実施形態では、オンライン絶対位相較正用システムを提供する。本システ
ムは、複数の周波数で複数の励振信号を発生させるように構成された励振源を備える。本
システムは、励振源に結合される位相シフターも備えており、位相シフターは、複数の位
相シフト励振信号を発生させるため上記励振信号のそれぞれに異なる位相シフトを導入す
るように構成されている。本システムは、上記励振信号及び各位相シフト励振信号を受信
し、上記異なる位相シフトを表す複数の電圧を出力するように構成された位相検出器も備
えている。本システムは、上記電圧及び上記異なる位相シフトに基づいて位相検出器に対
する位相－電圧伝達関数を決定するように構成されたプロセッサも備えている。
【０００８】
　本発明の別の実施形態では、オンライン絶対位相較正用システムを提供する。本システ
ムは、各周波数で複数の励振信号を発生させるように構成された励振源を備える。本シス
テムは、上記励振源に伝送線を介して結合したセンサーも備えており、センサーは励振信
号を受信するように構成されている。本システムは、上記センサーに結合した位相検出器
も備えており、位相検出器は、上記センサーから各励振信号に対応する複数の反射信号を
受信するとともに、それぞれの反射信号と励振信号との位相差を表す電圧を出力するよう
に構成されている。本システムは、各周波数及び伝送線の長さに基づいて位相差を計算す
るとともに、算出した位相差及び電圧出力に基づいて位相検出器に対する位相－電圧伝達
関数を決定するように構成されたプロセッサも備えている。
【０００９】
　本発明の別の実施形態では、オンライン相対位相較正のための方法を提供する。本方法
は、複数の励振信号を発生させることを含む。本方法は、各励振信号を２以上のセンサー
に送信することも含む。本方法は、センサーから各励振信号を反射させることも含む。本
方法は、２以上の位相検出器によって、反射励振信号と送信励振信号との位相差を各々表
す複数の電圧を発生させる複数の位相測定を実行することも含む。本方法は、所定の切替
間隔で位相検出器間で各センサーの結合を切り替えることも含む。本方法は、位相検出器
を較正するため各センサーについて位相検出器で得られた電圧を整合させることも含む。
【００１０】
　本発明の別の実施形態では、オンライン絶対位相較正のための方法を提供する。本方法
は、各周波数で複数の励振信号を発生させることを含む。本方法は、励振信号を伝送線を
介して送信することも含む。本方法は、センサーで励振信号を受信するとともに反射させ
ることも含む。本方法は、位相検出器によって、各周波数での反射励振信号と送信励振信
号との位相差を各々表す複数の電圧を発生させる複数の位相測定を実行することも含む。
本方法は、周波数及び伝送線の長さに基づいて位相差を計算することも含む。本方法は、
算出した位相差及び電圧出力に基づいて位相検出器に対する位相－電圧伝達関数を決定す
ることも含む。
【００１１】
　本発明の上記その他の特徴、態様及び効果に関しては、添付の図面と併せて以下の詳細
な説明を参照することによって理解を深めることができよう。なお、図面を通して、類似
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の部材には類似の符号を付した。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施形態に係る較正モジュールを備えるオンライン相対位相較正用シス
テムの概略図である。
【図２】図１の較正モジュールの概略図である。
【図３】本発明の実施形態に係るオンライン絶対位相較正システムの概略図である。
【図４】本発明の実施形態に係る別の例示的なオンライン絶対位相較正システムの概略図
である。
【図５】本発明の実施形態に係る例示的なオンライン相対位相較正方法の工程を示すフロ
ーチャートである。
【図６】本発明の実施形態に係る例示的なオンライン絶対位相較正方法の工程を示すフロ
ーチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下で詳しく説明する通り、本発明の実施形態としては、位相検出器の位相較正用シス
テム及び方法がある。本明細書で用いる「位相較正」という用語は、特に限定されないが
、クリアランス測定（例えばタービン動翼のクリアランス測定）などの用途に用いられる
位相検出器の較正をいう。具体的には、相対較正技術及び絶対位相較正技術について開示
する。絶対位相技術では「位相－電圧」伝達関数を求めるが、相対較正技術では「位相－
電圧」伝達関数を求める必要はない。「位相－電圧伝達関数」とは、電圧を回路における
対応位相差に関連付ける関数をいう。位相検出器には、特に限定されないが、位相検出器
は電流及び電圧などの電気出力を含む。
【００１４】
　図１は、オンライン相対位相較正用のシステム１０の概略図である。システム１０は、
励振信号１４を発生させる１以上の励振源１２を含む。励振源１２としては、特に限定さ
れないが、電圧制御発振器、非制御発振器又は高周波（ＲＦ）励振源などが挙げられる。
図示した実施形態では、励振源１２は電圧制御発振器を備える。励振信号１４は、符号２
０で示す長さの伝送線１８を介して負荷１６に入射する。特定の実施形態では、負荷１６
は容量性プローブのようなセンサーである。励振信号１４は入射信号１４と呼ぶこともで
きる。負荷１６は、負荷１６のインピーダンスと伝送線１８の特性インピーダンスとのイ
ンピーダンス不整合のため励振信号１４の一部を反射する。その結果、反射信号２２が発
生する。反射信号２２は、伝送線１８の特性インピーダンスと負荷１６のインピーダンス
の不整合との関数として定義される反射係数の関数である。反射係数は次の式で表される
。
【００１５】
【数１】

式中、Ｚ１は負荷１６のインピーダンスであり、Ｚ０は伝送線１８の特性インピーダンス
である。反射係数は反射信号２２の位相を変調させる。反射信号２２は、伝送線１８の長
さによる位相遅延も起こす。これは操作中に測定される総位相差を生じる。
【００１６】
　図示した例では、位相検出器２４は、双方向性結合器２６を通過した後の反射信号２２
を受信する。双方向性結合器２６によって、入射信号１４と反射信号２２の独立したサン
プリングが可能となる。位相検出器２４は入射信号１４及び反射信号２２を受信して、反
射信号２２と入射信号１４との位相差を表す電圧を出力する。較正モジュール２８は、こ
のような２以上の負荷１６から得られた測定値を較正するため位相検出器２４に結合され
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る。
【００１７】
　図２は、図１の例示的なオンライン相対位相較正システム４０における較正モジュール
２８の概略図である。第一センサー又は負荷（図１）から得られた測定値を表す順方向チ
ャネル４６から出力された信号４２、及び第二センサー又は負荷（図１）から得られた測
定値を表す逆方向チャネル４８から出力された信号４４は、第一位相検出器５０及び第二
位相検出器５２に伝送される。図示した例では、順方向チャネル４６及び逆方向チャネル
４８に結合したスイッチ５３は、所定の切替間隔で或いは較正要求信号に応答して、信号
４２及び４４を切り替える。一実施形態では、スイッチ５３は、所望の範囲で複数の高周
波信号を伝送する高周波スイッチである。第一位相検出器５０及び第二位相検出器５２か
らそれぞれ出力された信号５４及び５６は較正モジュール２８を通過する。図示した例に
関して、較正モジュール２８は、較正条件下で同じ値の出力電圧を得るために、位相検出
器５０及び５２に結合した２以上の較正回路５８及び５９をそれぞれ備えており、位相検
出器５０及び５２を較正する。なお、２つの較正回路を図示したが、較正モジュール２８
が他の数の較正回路を含んでいてもよいことは明らかであろう。図示した例に関して、各
較正回路５８は、それぞれ信号５４及び５６から直流成分を減じて信号６２を生じるレベ
ルシフター６０を備える。増幅器６４は信号６２を増幅して信号６６を出力し、信号６６
は次いでアナログ・デジタルコンバータ（ＡＤＣ）６８に入力され、ＡＤＣで信号６６を
デジタル較正信号７０に変換する。ＡＤＣ６８は較正電圧７０を信号レベルアナライザー
７２へ出力する。信号レベルアナライザー７２から出力された電圧信号７４は、さらに、
スイッチ５３と結合したコントローラ７６に送られる。コントローラ７６は、電圧信号７
４に基づいて第一位相検出器５０と第二位相検出器５２の間での信号４２及び４４の切替
を制御する。２つの位相検出器５０及び５２の一方から得られた電圧信号７４に不一致が
ある場合には、ゲインはそれぞれの電圧信号７４に一致するように調整される。特定の実
施形態では、ゲインはデジタル乗算器によって調整される。
【００１８】
　図３は、位相シフター９２を備えるオンライン絶対位相較正システム９０の配置図であ
る。システム９０は、複数の周波数で複数の励振信号９６を発生する励振源９４を備える
。励振源１２としては、特に限定されないが、電圧制御発振器、非制御発振器又は高周波
（ＲＦ）励振源などが挙げられる。図示した実施形態では、励振源は、複数のステップの
周波数で制御された電圧制御発振器（ＶＯＣ）９４を備える。信号９６は、各信号９６に
異なる位相シフトを導入して複数の位相シフト励振信号９８を発生させる位相シフター９
２を通過する。電圧制御発振器からの信号９６及び位相シフト信号９８は位相検出器１０
０に入力される。位相検出器１００は、導入された異なる位相シフトを表す電圧１０２を
出力する。プロセッサ１０４が位相検出器１００に結合していて、測定された電圧及び異
なる位相シフトに基づいて位相検出器１００に対する位相－電圧伝達関数を決定する。
【００１９】
　なお、本発明は、本発明の処理タスクを実行するためのいかなる特定のプロセッサにも
限定されない。本明細書で用いる「プロセッサ」という用語は、本発明のタスクの実施に
必要な演算又は計算を実施できるあらゆる機械を意味する。「プロセッサ」という用語は
、構造化入力を受け入れ、所定の規則にしたがって入力を処理して出力を生成することの
できるあらゆる機械を意味するものである。また。本明細書で用いる「構成」という表現
は、当業者には明らかであろうが、プロセッサが本発明のタスクの実行のためのハードウ
ェアとソフトウェアの組合せを備えていることを意味する。
【００２０】
　特定の実施形態では、コントローラ１０６は、較正測定を所定の位相差設定点で行える
ように、複数の電気部品、リード及び回路内の伝送線の少なくともいずれかによって導入
される遅延に起因する位相のシフトを修正するための位相シフター９２に結合している。
コントローラ１０６は、位相シフター９２の特性の調整に用いられる制御電圧源であって
もよい。 
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【００２１】
　特定の実施形態では、コントローラ１０６は、位相のシフトに変化を導入するための位
相シフター９２に結合される。これによって可変位相シフトを適用することができるとと
もに、得られる位相出力を位相差の関数として測定し、位相－電圧伝達関数を計算される
。コントローラ１０６は矩形波源のような可変電圧源でもよく、その場合、矩形波レベル
は位相シフター９２で異なる位相シフトを生じる。
【００２２】
　図４はオンライン絶対位相較正のための別の例示的なシステム１２０の概略図である。
システム１２０は、特に限定されないが、各周波数で複数の励振信号１２４を発生させる
電圧制御発振器１２２のような励振源を含む。励振信号１２４は、符号１３０で示す長さ
の伝送線１２８を介して負荷１２６に入射する。特定の実施形態では、負荷１２６は容量
性プローブのようなセンサーである。励振信号１２４は入射信号１２４と呼ぶこともでき
る。負荷１２６は、負荷１２６のインピーダンスと伝送線１２８の特性インピーダンスと
のインピーダンス不整合のため励振信号１２４の一部を反射する。その結果、反射信号１
３２が発生する。双方向性結合器１３６によって、入射信号１３８と反射信号１３２の独
立したサンプリングが可能となる。位相検出器１３４は入射信号１３８及び反射信号１３
２を受信して、反射信号１３２と入射信号１３８の位相差を表す電圧を出力する。プロセ
ッサ１３８が位相検出器１３４と結合していて、各周波数及び伝送線１２８の長さに基づ
いて位相差を数学的に計算する。さらに、算出された位相差及び測定電圧に基づいて位相
検出器１３４に対する位相－電圧伝達関数が求められる。この位相－電圧伝達関数は、可
変位相差の関数としての位相検出器１３４のゲインを表すので、位相－電圧変換プロセス
の全ゲインだけでなく、応答の非線形性についても補正できる。補正にはデジタル信号乗
算器を使用し得る。
【００２３】
　図５はオンライン相対位相較正のための例示的な方法１５０の諸工程を示すフローチャ
ートである。方法１５０はステップ１５２における複数の励振信号の発生を含む。特定の
実施形態では、励振信号は高周波励振信号である。各励振信号はステップ１５４で２以上
のセンサーに送信される。さらに、各励振信号はステップ１５６でセンサーから反射され
る。ステップ１５８において、２以上の位相検出器によって各々反射励振信号と送信励振
信号との位相差を表す複数の電圧を発生させることによって、複数の位相測定を実施する
。ステップ１６０で、所定の切替間隔で各センサーの結合を位相検出器間で切り替える。
ステップ１５４、１５６及び１５８を順次繰り返して、それぞれステップ１６２、１６４
及び１６６を構成する。ステップ１６８において、ステップ１５８及び１６６で得られた
電圧を位相検出器の各センサーで一致させて、位相検出器を較正する。一実施形態では、
電圧が一致するように各位相検出器でゲインを調整する。別の実施形態では、切替えを１
以上の高周波で実施する。
【００２４】
　図６は、オンライン絶対位相修正のための例示的な方法１８０の諸工程を示すフローチ
ャートである。方法１８０はステップ１８２における複数の励振信号の発生を含む。特定
の実施形態では、励振信号は高周波励振信号である。図示した実施形態では、ステップ１
８４において励振信号は伝送線を介して送信される。さらに、励振信号はステップ１８６
においてセンサーで受信され反射される。ステップ１８８において、複数の位相測定が実
施され、位相検出器によって、各周波数での反射励振信号と送信励振信号との位相差を各
々表す複数の電圧を発生させる。位相検出器で測定された位相差は、伝送線での信号伝搬
の時間遅延に起因する位相差と、伝送線の終端でみられる終端インピーダンスによる反射
係数との組合せである。終端インピーダンスが変化しないときに時間を選択することによ
って、特に限定されないが、ケーブル長さ及び周波数のような他の要因に起因する位相差
を単離することができる。ステップ１９０において、周波数及び伝送線の長さと基づいて
理論位相差が計算される。ステップ１９２において、算出された位相差及び位相検出器で
発生した電圧に基づいて位相検出器に対する位相－電圧間伝達関数が求められる。位相－
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電圧伝達関数は、可変位相差の関数としての位相検出器のゲインを表すので、位相－電圧
変換プロセスの全ゲインだけでなく、応答の非線形性についても補正できる。
【００２５】
　上述のオンライン位相較正のためのシステム及び方法の様々な実施形態は、運転中の電
子機器の正確な較正法を提供する。この技術及びシステムは、絶対位相基準を使用せずに
オンライン位相較正を可能にする。さらに、本技術は、部品の老化、温度その他の環境作
用によるドリフトを受けずに、正確な出力を与えることができる。
【００２６】
　いうまでもなく、実施形態によっては上述の目的又は効果が必ずしもすべて達成されな
くてもよい。例えば、当業者には明らかであろうが、本明細書で説明したシステム及び技
術は、本明細書で教示した１以上の効果が達成又は最適化されるように具体化又は実施す
ることができ、本明細書で教示又は示唆された他の目的又は効果が必ずしも達成されなく
てもよい。
【００２７】
　さらに、異なる実施形態から様々な特徴を互換的に用いることができることも当業者に
は明らかであろう。例えば、ある実施形態に関して説明した高周波スイッチを、別の実施
形態に関して説明した４つの較正回路を含む較正モジュールで使用するために適合させて
もよい。同様に、本明細書に記載した様々な特徴並びに各特徴の公知の均等物を、本発明
の原理に則して追加のシステム及び技術を構築するため、種々組み合わせてもよい。
【００２８】
　本明細書では、本発明の幾つかの特徴のみを例示し説明してきたが、その他数多くの修
正及び変更は当業者には自明であろう。かかる修正及び変更はすべて本発明の技術的範囲
に属する。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】



(8) JP 5620646 B2 2014.11.5

【図５】 【図６】



(9) JP 5620646 B2 2014.11.5

10

フロントページの続き

    審査官  井上　昌宏

(56)参考文献  特開２００７－０１０６５６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－１４７８１２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－１７５５３９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０８－２７８３３６（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０８Ｃ１３／００～２５／０４
              Ｇ０１Ｂ７／００～７／３４
              Ｇ０１Ｒ１１／００～１１／６６；２１／００～２２／０４；３５／００～３
              ５／０６


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

